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勝ち筋はシステム構築、インフラ構築、モノづくりPF構築にあり

 日本のエレクトロニクス企業にとっては、CPSで付加価値の余地が増大するシステム構築（センサー／アクチュエー

ター供給）、インフラ構築（電子部品・半導体の進化と供給）、モノづくりプラットフォーム（以下、PF）構築（ユーザーの

求めるデザインや設計を忠実かつ的確なタイミングで実現するモノづくりPFの構築）が勝ち筋になる

 2050年には、通信やコンピューティングをはじめとするテクノロジーが大きく進化し、非効率性が排除された製造プロ

セスが実現され、ユーザーによるデザイン設計が可能となる。これにより、エレクトロニクス企業が付加価値を提供で

きる領域が、デザイン設計から忠実迅速な製造と納期最適化にシフトする。加えて、テクノロジーの大きな進化がフィ

ジカルの果たすべき役割の進化をももたらすことで、CPSを構築する要素として、フィジカルとサイバーの間の接続需

要が増大したり、インフラを構築するハードウェアの需要が増大したりするといった機会が生み出される

 今までを振り返ると、コンポーネントやモジュールを提供する日本の電子部品・半導体企業は、製造プロセスの起点で

ある素材のレイヤーからプロセスエンジニアリングまで含めて内部化することでその模倣困難性を高めてきた。また、

完成品及び完成品企業から独立して進化することで、特定の完成品のライフサイクルに左右されることなく、多様な技

術や市場に関する情報に基づいて学習効果を加速させ、製品能力の向上と顧客拡大の好循環を創出してきた

 このような強みを活かしつつ、2050年におけるCPS普及を見据えた世界の勝ち筋に沿うために、

― 素材の内包化による内部化強化：必要な素材の情報の内部化とデジタル化

― 各電子部品・半導体のラインナップ拡大：カテゴリを超えた製品ラインナップ拡大

― 納期最適化システムの構築：素材の調達からユーザーへの納入に至るまで、エレクトロニクスのバリューチェーン

横断でのフィジカルの“モノの動き”の内部化とデジタル化

といった具体的な打ち手を採ることが必要になる

 上流・下流も含めたサプライチェーンをまたいだデジタル化、付随するデータセキュリティやコンフィデンシャリティなど

といった課題を乗り越えて、日本のエレクトロニクス企業がCPSを好機とすることを期待したい

エレクトロニクス



2

3つの勝ち筋：システム構築、インフラ構築、モノづくりPF構築

 日本のエレクトロニクス企業にとっては、CPSで付加価値の余地が増大する、システム構築（センサー／アクチュエー

ター供給）、インフラ構築（電子部品・半導体の進化と供給）、モノづくりPF構築、が勝ち筋となる

エレクトロニクス

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

ハイライト
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る空間

 ソフトウェアが中心に構

成する、フィジカルが再
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ら独立したりして生成さ
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 サイバーフィジカルシス
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システム
（System）

 フィジカルとサイバーを

結節させる、ハードウェ

アとソフトウェアのレイ

ヤー

センサー
アクチュ

エーター

 インプットデータの認識、処理、判断
 フィジカルにおける現象の写像の生成
 コンテンツの生成
 アクチュエーションのための制御に必要な処理

サーバー・ストレージ
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レイヤー 概要 イメージ図 付加価値の方向性

各業種の対応

次第で影響に

差異

ソフトウェア作

成、左記各機

能の実装需要

システム構築

に必要なデバ

イスの員数増

サイバーの役

割増大に応じ

た変化

インフラ構築に

必要なデバイ

スの員数増

エレクトロニクスの勝ち筋







ユーザーの求めるデザ

インや設計を忠実かつ

的確なタイミングでフィ

ジカルで実現するモノ

づくりPFの構築

センサーとアクチュ

エーター供給

電子部品・半導体

（コンポーネント、モ

ジュール）の進化と

供給

PF構築

システム構築

インフラ構築

日本のエレクトロニクス企業の勝ち筋は、システム構築、インフラ構築、モノづくりPF構築にあり
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外部環境の変化

エレクトロニクスの勝ち筋 ～3つの勝ち筋と3つの打ち手

強み産業構造の変化
サイバーの役割増大に応じた、

フィジカルの果たすべき役割の進化

フィジカル⇔サイバー間の
接続需要増大

左記のTechnology

レイヤーを支える
ハードウェアの需要増大

内部化
（バリューチェーン内部化）

独立性
（必須の構成要素として独立）

3つの勝ち筋

3つの打ち手

エレクトロニクス ハイライト

CPS実装（現実×仮想）
CPS基盤（インフラ）としての演算・記憶関連デバイス、及びフィジカル基盤
（CyberとPhysicalの結節点）としてのセンサー・アクチュエーターの需要増

ユーザーによるデザイン
設計が可能に

ｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞの進化
（（生成）AI、ｻｲﾊﾞｰｾｷｭﾘﾃｨ、

量子ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ）

Technology

Society

付加価値が生じるパーツの変化
（ﾃﾞｻﾞｲﾝ・設計⇒モノづくりPF構築）

モノづくりの進化

通信の進化
（7～8G、低軌道衛星）

Technology

①システム：センサーとアクチュエーター供給

③モノづくりPF：ユーザーの求めるデザインや設計を忠実かつ的確なタイミングでフィジカルで実現するモノづくりPFの構築

②インフラ：電子部品・半導体（コンポーネント、モジュール）の進化と供給

素材の内包化による内部化強化 各電子部品・半導体のラインアップ拡大 納期最適化システムの構築

（出所）みずほ銀行産業調査部作成
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2050年には、”モノづくり”の変化が生じ、デザイン設計の担い手がユーザーに

 2050年には、通信やコンピューティングをはじめとするテクノロジーが大きく進化

― 非効率性が排除された製造プロセスが実現され、ユーザーによるデザイン設計が可能となる

エレクトロニクス ①外部環境変化

テクノロジーの大幅な進化

https://www.jri.co.jp/MediaLibrary/file/column/opinion/pdf/119

＜通信の進化＞ ＜コンピューティングの進化＞

 5～6Gを超えた、7～8Gが標準となり、通信機能が大幅に進化

高速・大容量 超高信頼・低遅延

多数同時接続 低コスト化

超カバレッジ拡張

 低軌道衛星が標準となり、グローバルにおいて電波が届かない地

域が極小化

（生成）AIの大きな進化

AI

＜＜
量子コンピュータの計算能力の大幅な向上

～2020
50～70ビット

～2030
1,000ビット

～2050
100,000,000ビット

サイバーセキュリティ環境の完備

デバイス
ネット
ワーク

ゲート
ウェイ

クラウド

レイヤー毎にセキュリティを構築

ユーザーによるデザイン設計が可能に“モノづくり”の変化

 テクノロジーの大幅な進化を受け、ハードウェア、ソフトウェア

（コンテンツ）双方においてパーソナライズ化需要が増大

世界に一つしかな
い配色のデバイス

自分の使用スタイ
ルに合致した設計
のデバイス

その時の気分に
あった映像

 非効率性を排した製造プロセスの実現
 エネルギー使用量の極小化
 個別の需要（配色、デザイン、設計、など）に完全
に応えることが可能な”モノづくり”

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

テクノロジーの大幅な進化が“モノづくり”の変化を生み、ユーザーによるデザイン設計を可能にする
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フィジカルの果たすべき役割は進化、付加価値の源泉は変化

 フィジカルには、サイバー⇔フィジカルを接続するためのセンサーやアクチュエーターなどの供給が今以上に求められ

たり、各種コンポーネントやモジュールの提供を通じてシステムのインフラを構築したりする役割が求められるように

 ユーザーによるデザイン設計が可能になり、忠実迅速に製造し納期を最適化することが付加価値の源泉に

エレクトロニクス ②産業構造変化

テクノロジーの大幅な進化

サイバーの役割増大に応じた、フィジカルの果たすべき役割の進化

ユーザーによるデザイン設計“モノづくり”の変化

付加価値が生じるパーツの変化

＜サイバー空間がフィジカル空間と同質化＞

 テクノロジーの大幅な進化により、サイバー空間において、誰もがフィジカル空間と同等

（もしくはそれ以上）のコミュニケーションや経済活動ができるように

 サイバー空間がフィジカル空間の写像となることで、様々な物理的制約（ex. 距離、時間、

身体的特徴、性別、年齢、国籍等）がないサイバー空間の役割が増大

 エンタメ、購買活動、コミュニケーション等、多くの活動がサイバー空間で行われる

インフラ

フィジカル（Physical）

サイバー（Cyber）

アプリケーション

システム（System）

＜付加価値の源泉は忠実製造と納期最適化に＞

Cyber

Physical

System

のレイヤー
構造

 フィジカル⇔サイバー間の接続需要増大

 インフラを構築するハードウェアの需要増大

 CPSを活用した、忠実迅速な製造の重要性増大

 長期的には、個別の需要（配色、デザイン、設計、な

ど）は、エンドユーザーにて生成が可能に

― 提供可能価値は忠実迅速製造・納期最適化へ

モノづくりPF（忠実製造・最適納期）

センサー・アクチュエーター供給

電子部品・半導体

（コンポーネント、モジュール）の進化と供給

配色・デザイン・
設計

忠実迅速な製造
納期最適化

付加価値移転

日本企業の勝ち筋

 役割の進化に応じた変化

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

フィジカルが果たすべき役割が進化し付加価値の源泉が変化する中で、日本のエレクトロニクス企業の勝ち筋が規定される
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内部化：日本企業は素材を起点に強みを有し、高品質・差別化製品で優位性あり

 コンポーネントやモジュールを提供する日本企業は、製造プロセスの起点である素材のレイヤーからプロセスエンジニ

アリングまで含めて強みを有しており、後続の各工程においても多元的に技術を培うことで幅広く事業を展開

 各工程における技術の模倣は困難であり、特に高品質・差別化製品において優位性を発揮

日本企業は、素材を起点としたコア技術・製品に強みあり 特に高品質、差別化製品帯において日本企業の優位性は高い

製品
品質

製品
領域

高品質

中品質

低品質

差別化製品

コモディティ品

日本企業 海外同業企業

素材・加工・製造
技術に基づく優位

追随困難な領域

コモディティ品
の限界供給者の
ポジション優先受注

既存客との
関係性

業界内の注力領域

【技術差】
 技術差は主に原材料の配合から始まり、積層・切断・パッケージングにつ
いても日本企業の機器を使う必要がある

 歩留まりを上げることが必要で、素材・機械のみならずプロセスにも差
【今後の方向性の考え方】

 小型化、多層化が必要な中、難易度は指数関数的に上昇し、日本のハイ
エンド製品に追いつくには時間が必要と考える

海外同業による日本企業に対する評価

（出所）両図とも、各種公開情報より、みずほ銀行産業調査部作成

1944年創業、1947年にチタン酸バリウムのコンデンサを実用化

材料 前工程 後工程

 材料設計
 材料プロセス

 積層
 印刷

 焼成
 加工等

 計測テスト
 パッケージング

生産 商品設計 分析・評価

 製造設計
 自動化

 高周波設計
 デバイス設計

 材料分析
 故障解析

村田製作所：素材を起点として多元的にコア技術を保持

TDK：フェライトに端を発し、関連技術を取得・活用して各事業展開

フェライト

1935年、日本発
のフェライト特許
を元に創業

コンデンサ

組成制御・焼結

精密塗布

磁気ヘッド

材料合成
センサ

TMR素子

MEMS

技術

製品

技術導入

製品応用

エレクトロニクス ③強み
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独立性：日本の電子部品企業は、完成品及び完成品企業から独立して進化

 日本の電子部品企業は、電気を使用する様々な完成品にとって必須の構成要素の提供者として独立することで、特

定の完成品のライフサイクルに過度に左右されることなく、安定的に発展

 戦後、完成品企業から独立することにより、多様な技術や市場に関する情報を持ち、学習効果を加速させることで製

品能力の向上と顧客拡大の好循環を創出

アプリケーションが変遷する中で、部品は不可欠な位置づけを維持継続 日本の電子部品企業は、完成品企業から独立して進化

（出所）両図とも、各種公開情報より、みずほ銀行産業調査部作成

主な完成品（アプリケーション）

1940年 ラジオ

1950年
白黒テレビ 電気冷蔵庫

電気洗濯機 ホームクーラー

1960年 カラーテレビ 電子レンジ

冷凍冷蔵庫

1970年 ファクシミリ ビデオ

1980年 デスクトップ型PC

1990年 ノートパソコン

2000年

携帯電話

カーナビ 薄型TV

2010年 スマホ タブレット

2020年～ 自動運転 5G・6G

AI ロボット

主な部品

フェライトコア

セラミックコンデンサ

液晶ディスプレイ

有機EL

マイ
コン

DRAM

NAND

GPU

MLCC

インダクタ

スイッチン
グ電源

半導体 電子部品

エレクトロニクス ③強み

＜戦後における日本の電子部品企業の基本的考え方＞

戦時の下請け
システム
（軍需依存）

電子部品企業の自主独立
「みずからが設計し、みずからが作って、

みずからが検査する」

＜独立を促した戦後の外部環境＞

GHQの民主化政策
統制団体の廃止、ラジオ受信
機の公定価格廃止、資材割当

問屋流通網
神田（秋葉原）と大阪日本橋問
屋街におけるオープンな流通

＜独立性維持のための戦略＞

規格化 オープン化・モジュール化

 多様なデバイスにおける共通の電子部品の利用を可能に

 特定顧客に依存した研究開発や設備投資を不要に

日本の電子部品企業における独立性の強み

 特定の完成品のライフサイクルに左右されることを防ぎ、時宜に応じて電子
部品の提供先を柔軟に変更することで、成長を維持継続

 複数の顧客との間に取引関係を構築することで、多様な技術や市場に関す
る情報を持ち、学習効果を加速させることで製品能力の向上と顧客拡大の
好循環を創出
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3つの勝ち筋：システム構築、インフラ構築、モノづくりPF構築

 CPSでは、システム構築（センサー／アクチュエーター供給）、インフラ構築（電子部品／半導体）の需要が拡大

 ユーザーの求めるデザインや設計を忠実かつ的確なタイミングでフィジカルで実現するモノづくりPFも重要に

エレクトロニクス ④CPSの実装

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

インフラ

フィジカル
（Physical）

サイバー
（Cyber）

アプリ
ケーション

 サイバーフィジカルシス

テムを支えるための、

ハードウェア・ソフトウェ

ア・テクノロジーそれぞれ

の面における基盤

 ハードウェアが中心に構

成する、物理現象が生じ

る空間

 ソフトウェアが中心に構

成する、フィジカルが再

現されたり、フィジカルか

ら独立したりして生成さ

れるデジタル空間

 サイバーフィジカルシス

テムを活用する各業種

システム
（System）

 フィジカルとサイバーを

結節させる、ハードウェ

アとソフトウェアのレイ

ヤー

センサー
アクチュ

エーター

 インプットデータの認識、処理、判断
 フィジカルにおける現象の写像の生成
 コンテンツの生成
 アクチュエーションのための制御に必要な処理

サーバー・ストレージ

Cyber Physical System

通信インフラ（基地局、低軌道衛星等）

コンピューティング（量子、（生成）AI、セキュリティ等）

製造業 非製造業

エ
レ
キ

自
動
車

産
機

航
空
機

船
舶

素
材

資
源

コ
ン
テ

ン
ツ

I

T

小
売

流
・
食

医
療

介
護

レイヤー 概要 イメージ図 付加価値の方向性

各業種の対応

次第で影響に

差異

ソフトウェア作

成、左記各機

能の実装需要

システム構築

に必要なデバ

イスの員数増

サイバーの役

割増大に応じ

た変化

インフラ構築に

必要なデバイ

スの員数増

エレクトロニクスの勝ち筋







ユーザーの求めるデザ

インや設計を忠実かつ

的確なタイミングでフィ

ジカルで実現するモノ

づくりPFの構築

センサーとアクチュ

エーター供給

電子部品・半導体

（コンポーネント、モ

ジュール）の進化と

供給

PF構築

システム構築

インフラ構築

日本のエレクトロニクス企業の勝ち筋は、システム構築、インフラ構築、モノづくりPF構築にあり



9

45

63 

103 

168 

45

52 

63 

124 

10

11 

14 

23 

100

123 

165 

222 

2023年

2030年

2040年

2050年

設計デザイン 製造 納期 サイバー

CPSは、製造業の付加価値の源泉に非連続的な影響を与える

エレクトロニクス ④CPSの実装

（注1）シンギュラリティは、レイ・カーツワイル氏が提唱した2045年を前提としている。ここでは、AIが、人間をはるかに上回るレベルでの設計デザインが可能な水準を想定している
（注2）グラフ中の各要素は、企業（生産者・供給者）による付加価値の源泉を表す
（注3）グラフ中の各数値は、付加価値の絶対額を示すものではなく、2023年における付加価値を仮置きした上で、2050年にかけてのそれぞれの要素の成長経路を導出したもの。また

パーセント表示は、それぞれの要素及び期間における成長率（CAGR）を表す
（出所）みずほ銀行産業調査部作成

 2045年とも予測されるシンギュラリティは、ユーザーサイドでの設計・デザインを可能とすることで、企業にとっての付

加価値の源泉を、ユーザーのニーズの忠実な現物化と納期の最適化に大きくシフトさせる

フィジカル

+5%

+5%

+5%

+2%

+2%

+7%

+2%

+2%

+5%

+3%

+3%

+3%

GDP成長率並
=2%

2045年
ｼﾝｷﾞｭﾗﾘﾃｨ

①

②

③
④

① インフラである（生成）AIを中心としたCPSの進化と普及により、企業に

よる設計・デザインが高度化し、付加価値はGDP以上に成長

② AIが人間を超えるシンギュラリティ後の2050年にはユーザーサイドで

設計・デザインが可能となり、企業による設計・デザインの価値は滅失

③ 2040年から2050年にかけて、ユーザーがサイバー上で設計・デザイン

した概念を、企業においてフィジカルで現物化させる製造の付加価値

がGDP以上に成長

④ 2040年から2050年にかけて、企業において現物化したモノの納期の

最適化の付加価値がGDP以上に成長

＜2050年にかけての企業による付加価値の源泉の推移の考え方＞

2050年には、ユーザーによる設計デザインが可能になり、フィジカルでは製造の付加価値が最大に
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CPSの実装が進化することで、業種をまたいだ連携が差別化要素となる

エレクトロニクス ⑤日本の勝ち筋

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

 様々なレイヤーにおいてCPSの実装が進み、業種内で完結する打ち手での差別化は困難に

サイバー

フィジカル

事象

ユーザー需要

設計デザイン

ユーザーによる設

計デザイン

カスタマイズされた

設計デザイン提案

受発注

素材の組み合わせ生成

素材の調達経路生成

素材の調達

最適な設計図の生成

コンポーネント・
モジュール構成の生成

最適製造拠点選定

最適製造プロセス設計

最適製造拠点における
最適製造プロセスでの製造

工場A

工場B

コンポーネントα

モジュールα’ ア
セ

ン
ブ
ル

最適な配送経路の生成

配送

エンドユーザー

主体

ユーザー

素材

エレキ

機械

物流







 





エンドユーザー

必要な要素

ユーザーサイドにおいて

設計デザインを行うため

のツール

カスタマイズされた設計

デザイン提案のための

顧客データ（生成AI等）

最適な素材やその組み合わせを効率的に発見するためのデータ

ベースやツール

最適な設計図を効率的に生成し、様々な状況を踏まえて最適な

製造拠点を選定するためのデータベースやツール

ロボットやマテハンを含めて高度に

自動化されたモノづくり

3Dプリンタによるモジュール生成

業種特有の“モノの動き”のノウハウ

様々な状況を踏まえて配送が最適化された輸送経路を生成し、生成された配送を実現するためのノウハウ

モノづくりPF

工場C

CPS実装

設計デザイン 製造 配送

業種をまたいだ連携により、モノづくりPF（プラットフォーム）を創生することが可能に



11

エレクトロニクスのプレイヤーには、レイヤーに応じた打ち手が必要に

エレクトロニクス

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

 電子部品・半導体のプレーヤーには、それぞれの提供製品に応じた素材強化や製品ラインナップ拡大・拡充が重要に

― 完成品プレーヤーにも、上流のサプライチェーンも含めた“モノづくりPFの構築”の機会が存在

A.素材の内包化による内部化強化 B.各電子部品・半導体のラインナップ拡大 C.納期最適化システムの構築プレイヤー

電子部品・半導体
（共通）

センサー

アクチュ
エーター

受動部品
接続部品
半導体

完成品

高い精度でセンシングを行うための、

素材レイヤーの内部化とデジタル化

必要な素材の情報（元素の性質や構

成、組成プロセス、装置設計など）の内

部化とデジタル化

高い精度でアクチュエーションを行うた

めの、素材（磁石や鉄／非鉄）レイヤー

の内部化とデジタル化

インフラレイヤーにおいて必要となる各

種受動部品、接続部品、半導体の性

能向上につながる素材レイヤーの強化

フィジカルにおける様々な物理現象を

センシングするための、センサーライン

ナップの拡大・拡充

センサーを統合するソフトの強化

フィジカルに対して様々なフィードバッ

クを行うための、モーターのラインナッ

プ拡大・拡充

モーターを制御するソフトの強化

インフラレイヤーにおいて必要となる各

種受動部品、接続部品、半導体のライ

ンナップ拡大・拡充

完成品のサプライチェーンも含め、素

材の調達からユーザーへの納入に至

るまでのフィジカルにおける”モノの動

き”の内部化とデジタル化

電子部品・半導体のサプライチェーンも

含め、素材の調達からユーザーへの

納入に至るまでのフィジカルにおける”

モノの動き”の内部化とデジタル化

3つの勝ち筋
①システム：センサーと
アクチュエーター供給

②インフラ：電子部品・半導体
（コンポーネント、モジュール）

の進化と供給
③モノづくりPFの構築

電子部品・半導体と
完成品の連携により
納期最適化システム
構築が可能に

⑤日本の勝ち筋 ⑥打ち手と課題・障壁

電子部品・半導体のカテゴリを超えた

製品ラインナップの拡大・拡充

様々な電子部品・半導体のモジュール

化による模倣困難化
モノづくり
システム
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打ち手の実現にはサプライチェーンをまたいだデジタル化が必要に

エレクトロニクス ⑥打ち手と課題・障壁

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

 打ち手の実現には、自社をはじめ、協働が求められる上流・下流も含めてサプライチェーンをまたいだデジタル化が必
要となり、付随してデータセキュリティやコンフィデンシャリティの重要性も増加する等、様々な課題が存在

 外部環境要因（リスク要因）としては、長期的に電気が光に置換されることでエレクトロニクスの概念自体が覆された
り、生成AIや内製化に起因して、日本企業が有する内部化の強みが消滅するリスクが存在

打ち手の実現に向けた課題 外部環境要因（リスク要因）

＜C.納期最適化システムの構築＞

＜ B.各電子部品・半導体のラインナップ拡大＞

＜ A.素材の内包化による内部化強化＞

 納期の最適化システムを構築するために必要な、物流や倉庫レイ

ヤーを担う企業のデジタル化の十分な進展

 内包化による忠実なモノづくりや納期の最適化を実現するための、

素材企業におけるデジタル化（素材の分子構造やその性質等のデー

タ化）の十分な進展

 素材企業が特定の下流（エレクトロニクス）メーカーへの依存度高まり

を懸念することへの対応（エレクトロニクスメーカーによる懸念払拭）

 現状、電子部品の種類によってプレーヤーが一定程度細分化されて

いる中、製品ラインナップの拡大を経た上でも事業横断でのマネジメ

ントを効率的に実施する必要

 需要増大が見込まれる領域の中でも、特に重要性が増す領域の見

極め（コンデンサで、アルミ・セラミック等どこに注力するか等）

＜テクノロジー＞

＜政策＞

＜社会＞

 2050年にかけて、光電融合デバイスの登場など、上流の素材やデバ

イスの設計・製造に非連続的な影響を与えうる事象が生じた場合、エ

レクトロニクスを前提とした勝ち筋が覆されるリスク

 生成AIの登場や普及で、素材や設計・製造の情報（特許情報など）の

解析が飛躍的に進展し、内部化の強みが消滅するリスク

 シンギュラリティのタイミングが前後したり、（生成）AIによるデザイン

や設計の制度が人間を上回らなかったりすることで、価値の源泉の

移転が生じないリスク

 中国における電子部品の内製化政策が実施されるなど、政策に起因

する技術流出などを通じて、内部化の強みが減衰するリスク

 ユーザーによるデザインや設計が技術的に可能になった場合でも、

企業によるデザインや設計を選好する消費者が多く残ることで、価値

の源泉の移転が十分には生じないリスク

 上流・下流と自社を含め、サプライチェーンをまたいだデジタル化

 データセキュリティ・コンフィデンシャリティへの対応

 上流・下流との異業種連携を推進するマインドセットの養成

＜A～C共通＞
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付加価値の源泉が推移する中で売上高は増加し、営業利益率は跛行的に推移

0%

5%

10%

15%

20%

25%

0

50

100

150

200

250

現在 2030年頃 2040年頃 2050年頃

売上高 営業利益率（右軸）

コメント

技術の前提

エレクトロニクス ⑦定量項目

前提
⇒売上高は、以下2要素について、割合を半々と仮定して算出
①システム構築及びインフラ構築：電子部品・半導体の需要増を背景とした市場伸長率（CAGR5%）
②モノづくりPF構築：前掲の付加価値源泉の推移グラフの数値を前提とした、「設計デザイン」と「製造」の市場伸長率

• 営業利益率は、主要完成品
メーカーにおける成否の目安
であり、主要電子部品メー
カーにとって概ね充足可能な
水準である5%を採用

• 電子部品・半導体のラインナッ
プ拡大・拡充効果が顕現化
し、アクチュエーターの供給者
優位の環境も踏まえて10%の
営業利益率を確保

• 電子部品・半導体のラインナッ
プ拡大・拡充効果が増大し、
段階的に営業利益率が向上、
2040年には20%の水準に

• モノづくりPFが実装され、エレ

クトロニクス企業による提供価
値の内、アセットを要する製造
の比重が増加。アセット効率
が低下した状況を想定した水
準の15%を採用

・演算、記憶、デバイス内における伝送は、現在と同様に電気で行われることを前提とした数値
（これら領域における、電気の光や生物系への置き換えは前提としていない）

現在の日本企業の売上高：16.7兆円

（コンポーネント／モジュールの合算値：
半導体7兆円・電子部品9.7兆円）

（出所）みずほ銀行産業調査部作成
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